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研究成果の概要： 本研究は、日本における最大の民族マイノリティ集団である在日韓国朝
鮮人が所有、経営する企業（在日企業）と、在日企業が集中する産業の歴史的特徴や発展のメ
カニズムを明らかにするものである。このような問題関心から、第一に、パチンコ産業の成長
のなかで在日企業がどのように参入し、成長してきたのかについて具体的に分析し、在日韓国
朝鮮人の代表的な産業が形成されていくプロセスを明らかにした。第二に、在日韓国朝鮮人の
金融問題への対応について、民族系金融機関の信用組合のあり方に注目し、全国展開していく
過程とその基盤を明らかにした。第三に、在日企業はどのような金融機関と取引をし、設立さ
れた民族系金融機関が在日企業の資金需要に対してどのように対応したのかについて、企業の
参入段階における役割の重要さと成長段階における限界を指摘した。この結果を、在日企業の
成長を可能にしたコミュニティ機能(情報、金融)に注目してまとめると、次のようになる。在
日企業成長の特徴は、製造業やサービス業など幾つかの産業に著しく集中したこと、歴史的に
その集中が強化されたこと、産業構造の変化のスピードが速かったことであった。民族コミュ
ニティに幾つかの産業に関する情報が蓄積され、一般金融機関での取引が困難な在日企業が民
族系金融機関にバックアップされたことによって、在日企業は、産業参入に伴う諸困難を小さ
くすることができ、特定の産業への参入を果した。他方で、コミュニティの機能が企業の参入
の時点では重要でありながら、成長段階では小さくなった。この点を踏まえ、本研究では、こ
のような参入段階にみられる在日企業とコミュニティとの強い関係こそ、産業構造のスピーデ
ィな変化のダイナミズムを説明するという見解を示した。 
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１．研究開始当初の背景 

1980 年代後半に社会的問題となった労働
力の不足から外国人が受け入れられ、外国人
人口が増加したことを背景として、彼らに対
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する社会科学的な研究が活発に行われてき
た。同時に、民族コミュニティの実態を多面
的に分析するため、定住者の在日韓国朝鮮人
（以下、在日）にも関心が寄せられ、フィー
ルドワークによる実態調査が実施された。こ
のように、戦後の在日の経済活動については、
社会学を中心に、主に労働市場に注目しなが
ら、在日の職業という観点から分析された。
一方、経済学や経済史分野ではほとんど注目
されてこなかった。戦後の在日の経済活動を
対象として、経済史から接近する本研究では、
アプローチの異なる諸研究との接点を探る
ことによって、議論の広がりを示すことを試
みた。 

戦後の在日の経済活動については、分析自
体を困難にする諸問題があった。第 1 に民族
的出自が明確な企業の統計資料が存在しな
かったという日本社会の独自の問題、第 2に、
民族というカテゴリと市場との関係につい
ての理論的見通しが明確でないという問題
である。本研究では、第 1 の問題を克服する
ために、従来利用されなかった在日の『企業
名鑑』を集計する一方、ヒアリング調査を行
った（3.研究の方法を参照）。第 2 の問題につ
いては、在日企業が集団的に参入した産業を
単位として分析する方法をとる。特定産業へ
の集中の要因は、在日という民族がそれに有
利な情報、経営資源を共有された結果であり、
このことから民族コミュニティと経済活動
との関連を問う。 

本研究は、以上のように、経済史分野での
空白を埋めることによって、国際化に伴って
関心が高まっている外国人に関する研究に
も貢献しようとするものである。 

 
 

２．研究の目的 
 
本研究は、応募者の長期的な研究課題、す

なわち、日本における最大の民族マイノリテ
ィ集団である在日が所有する企業(在日企業)
と、在日企業が集中する産業の歴史的特徴や
発展のメカニズムを明らかにする課題の一
環として位置づけられ、次の点を明らかにし
ようとするものである。第 1 に、パチンコ産
業に注目し、コミュニティの機能から同産業
が代表的な産業になっていくプロセス、第２
に、民族系金融機関の全国展開、第 3 に、民
族系金融機関と在日企業との関連、を検討す
るものである。 

 
以上の具体的な課題は、応募者の長期的な

研究の次のような意義のなかで位置づけら
れる。本研究の意義は、第 1 に、従来ほとん
ど明らかにされてこなかった在日企業につ
いて、歴史的、体系的な分析を行い、実態を
明らかにすること、第 2 にマイノリティ企業
の成長のメカニズムに関する理論構築に貢

献できること、第 3 に、グローバル化のなか
で日本の事例に関する研究への国際的な期
待に対応すること、にある。 
研究史に関連しては、「民族経済論(ethnic 

economy)」、在日朝鮮人社会史、地域(産業)
実態調査の 3 分野の到達点を踏まえて、本研
究の問題関心を、次の 3 点に整理することが
できる。 
(1) アメリカの民族経済論と異なるアプロー

チをすることによって、民族マイノリテ
ィの経済活動に関する理論構築に貢献で
きる。アメリカでは、社会移動の道筋を
明らかにするため、コミュニティの資源
（resource）や「自営業者」を中心にし、
「個人」の視点から社会学的分析が行わ
れてきた。それらの研究は、経済活動そ
れ自体を分析の対象としていない。これ
に対して、本研究では、「企業」の成長の
視点を加えて、各産業における位置づけ
を示しながら参入や成長の可能性を探る
ことによって、民族マイノリティの経済
活動の歴史的な変化の説明や長期的な展
望が可能であると考える。 

(2) 在日韓国朝鮮人に関する歴史研究におい
て戦後研究の蓄積が乏しいことを踏まえ、
経済実態に関する分析を付け加えること
によって、戦後期における議論が深まる。 

(3) 従来の企業家、在日韓国朝鮮人が携わっ
てきた産業の歴史、地域実態調査の結果
を全体のなかに位置づけることによって、
経済活動に関して再評価することができ
る。 

 
 
３．研究の方法 
 
在日に関する戦後史研究の空白を埋める

ために、本研究では、従来使用されなかった、
次の企業名鑑の集計を行った。 
 

(1)『在日韓国人企業名鑑』統一日報(1976年) 
(2)『在日韓国人会社名鑑』在日韓国人商工
会議所(1997 年) 
 
これらは、民族関連団体が企画して行った

アンケート調査の結果を整理、刊行したもの
であるため、特に個人営業等の零細企業は対
象外とされた可能性が大きい。本研究では零
細企業を除く産業企業を対象とする分析と
なるが、代表的な在日を対象として、産業構
造の特徴や、成長企業の可能性を検討するこ
とができる。 
産業構造の分析にあたっては、歴史的にみ

て在日韓国朝鮮人が携わる事業の多くは中
小企業であることを考慮し、在日産業に関し
ては企業数を、日本全体については事業所数
を集計単位とする。この企業数を用いた分析
から、日本全国の産業との比較を通して、在



日産業企業の実態と変化について有効な結
果が得られる。 
 以上の名鑑の分析結果に加えて、1997 年の
名鑑に掲載されている企業に対する聞き取
り調査を行った。調査結果により、統計分析
の結果に関して、その背景となった事業への
参入動機、基盤、取引先との関係などについ
ての具体的な内容を補足した。 
 

 
４．研究成果 

 
(1) 国際的研究のなかでの位置づけ 
応募者は、2007 年度から行ってきた調査

のなかで、2008 年度夏には、UCLA の社会
経済学の研究者であり、ethnic economy 研究
の代表者である Ivan Light 教授、同じく
UCLA の文化人類学者、Keyoung Park 教授
と意見交換を行った。二人の研究者との交流
のなかで、国際的にみて日本のケース分析が
遅れており、在日の研究は重要な問題提起に
なることが指摘された。 

アメリカの研究では、例えば、ヒスパニッ
ク系など、コミュニティの人口規模の拡大に
伴う民族マイノリティの経済活動が分析さ
れる。これに対して、在日はコミュニティの
規模がはるかに小さく、新しい移民によって
民族集団の規模が成長もなかった。これらが
意味するところは、在日企業は民族コミュニ
ティを市場基盤とし、コミュニティでの労働
者調達による企業成長には限界があった、と
いうことである。つまり、在日の事例を通じ
て、コミュニティ機能をピュアなかたちで観
察でき、マジョリティ社会との関係における
本来の意味のマイノリティ企業の特徴を知
ることができる。 

在日が示す市場とコミュニティの特徴か
ら、巨大な市場に成長するパチンコ産業に、
在日がどのように参入し、成長したかを明ら
かにした①(後述)は、マジョリティとの競争
の制約がないコミュニティをもつという条
件を欠いた在日をみることによって、ある社
会におけるマイノリティ企業の成長の可能
性やその基盤を提起した。マイノリティ企業
の成長にとって金融問題は大きな障害とな
り、アメリカでも民族によって多様な対応策
を持っていた。これに対して、在日は、全国
的な展開と長期的な成長が可能であったと
いう特長がある。このような全国展開を②で
明らかにした。そして③によって、マイノリ
ティ企業の成長の道筋を、金融の側面と、コ
ミュニティの機能から、明らかにした。 
以上のように、日本の事例を通じて、民族

マイノリティの経済活動に関する諸議論に
対して新たな視点から問題提起することに
よって、国際的な研究に貢献できると考える。 
 

(2) 成果のまとめ 
本研究の成果として、第一に、パチンコ産

業の成長のなかで在日企業がどのようにか
かわり、成長してきたのかについて歴史具体
的に分析した。第二に、在日企業が金融問題
をどのように克服しようとしたのかについ
て、民族系金融機関の信用組合が全国展開し
ていく要因とあり方を明らかにした。第三に、
在日企業はどのような金融機関から資金調
達し、設立された民族系金融機関が在日企業
の資金需要に対してどのように対応したの
かについて、その役割の重要さと限界を明ら
かにした。詳しくは、次の通りである。 
 
① パチンコ産業と在日韓国朝鮮人企業 
（『社会経済史学』、第 73巻 4号、2007 年） 
 
本稿は、在日韓国朝鮮人（以下、在日と略）

が関わる特徴的な産業の一つであるパチン
コ産業を対象として、コミュニティ内部の産
業関連の経営資源がどのように機能するこ
とによって、この民族集団による大量参入が
実現し、結果的には代表的産業となったのか
を考察する。在日は、主にパチンコ産業の好
況期に集中的に参入したが、それはいくつか
の複合的な要因に起因した。すなわち、衰退
する在日主要産業に代わる事業転換先とし
て、多角化事業の投資先として、新規参入先
として、パチンコ産業の成長が魅力的であっ
たという背景と参入する契機が複合的に存
在する一方で、在日コミュニティ内部に蓄積
された産業情報など、ビジネスチャンスの発
見と参入を容易にする資源が存在した。 
パチンコ産業への参入を可能にする資源

は，1950 年代前半に在日コミュニティ内部
に形成された。在日は、同産業に関与する人
が多くなるにつれて、人を媒介とした伝播な
どインフォーマルなかたちで、産業、市場情
報に接しやすい環境におかれた。同産業が全
国的市場基盤をもっていたため、産業情報が
コミュニティ内で蓄積され、共有された情報
が直接的な内部競争を生み出さずに活用さ
れうる状況が生まれた。一方で、同時期にパ
チンコ産業の影の部分が社会的に批判され、
ビジネスとして高いリスクの認識が固定化
されると、日本社会からの参入が自発的に制
限されるようになった。このように、在日は、
一般的に参入が抑制される条件のもとで、市
場拡大に加えて、経営資源をコミュニティ内
部で入手できる独特な状況の下で、同産業へ
の参入と集積をさらに進行させたのである。 

Light らはマイノリティ経済活動を広範囲
の資源から説明しているが、本研究で示され
たように，歴史的に蓄積される

．．．．．
情報－それが

経済的に資源として意味を持つ点が重要で
ある─が寄与する部分が小さくないといえ
よう。 



 
② 在日韓国人による民族系金融機関設立と

その基盤：1950~60 年代の全国展開を中
心に 

(『歴史と経済』2009 年掲載予定） 
 

本稿では、在日韓国朝鮮人(在日)が設立し
た民族金融機関（民金）のあり方を規定した
政治経済的要因と、商銀の全国展開を可能に
した諸条件を明らかにする。 

最初の民金の設立は、民族団体の組織的な
活動の結果であった。在日の国籍が定まって
いない段階では民金設立に対する方針は明
確ではなく、日本政府に立場を表明させた組
織的な取組は、左右合同の同和信用組合設立
の原動力になった。しかし、政治的立場の異
なる在日を排除するかたちで民金内に南北
対立が浸透し、分裂は避けられない状態とな
った。政治的立場が異なったため金融サービ
スの差別をうけた在日を吸収するために、2
つ目の民金として商銀(韓国を支持する民団
系列)の設立が期待された。このように同地域
に二系列の民金が全国展開した背景には、政
治的な要因と経済的な要因が複合的に作用
した。 

朝銀に追随して商銀を設立する過程は、必
ずしも順調でなかった。在日韓国人コミュニ
ティ内には金融機関に関する知識を持って
いる経済人が乏しく、商銀設立の期待があっ
ても設立可能な経済基盤があったわけでは
なかった。また、在日全てを同質の韓国籍と
認識する立場の行政から、2 つの民金の認可
を得ることにも困難がともなった。そうした
困難を克服するためには、脆弱な民団の組織
力を強化し、資金基盤としての本国からの資
金援助が実現されなければならなかった。そ
うした課題はようやく 1960 年前後に解決さ
れ、その後の商銀の全国展開を可能にする条
件が整った。 

以上のように在日の商銀の設立過程に注
目したことによって、政治的背景のみならず、
経済要因が重要であったこと、設立を可能に
した諸条件が明らかになった。結果からみる
と、南北対立という政治的背景のもとで同地
域内に二つの信用組合が設立されたことに
よって、経済組織としては限界をもつ零細な
経済組織が生み出された。他方で、有力な信
用組合に成長する地域が存在し、地域の在日
の人口規模と経済状況に依存しながら、これ
らの民金が金融サービスを競争的に提供し
た。 

民族系金融機関の設立と初期における成
長を国際的な視点からみると、在日の特徴は、
全国規模で設立したこと、経営資源の不足や
初期段階で直面する資金基盤の脆弱さとい
った困難を、コミュニティの組織的な取組と
本国融資の実現によって克服しながら、経済

的な基盤が充分ではない地域においても設
立を可能としたことである。それは、Light
が指摘した、短命に終わった金融機関が抱え
た諸問題を、在日の場合は、コミュニティの
バックアップによって解決したことを意味
する。 

 
③ 「在日企業」と民族金融機関： パチン

コホールを事例に 
(『イノベーション･マネジメント』No.5、2008
年) 
 
本稿では、斜陽産業から素早く退出し、成

長産業に殺到する在日企業の積極的な事業
活動の特徴を、パチンコホール(ホール)事業
において民族金融機関(民金)が果たした役割
から考察する。在日企業の積極的な事業展開
は、コミュニティ内に蓄積された情報が在日
が起業できる現実的な基盤になったことに
基づいている。本稿は、在日の事業展開に対
する民金の役割を考察することによって、コ
ミュニティ機能に関する仮説を金融インフ
ラの側面から補強し、コミュニティの情報機
能についての洞察を深めることを目的とす
る。 
分析の結果、一般金融市場で資金調達が困

難な在日企業は創業資金を民金から得られ
たこと、在日企業は企業成長とともに資金需
要が拡大し、都銀など資金提供が可能な金融
機関へと転換したこと、ホールと相銀の深い
取引関係、の 3 点がわかった。3 点目に関し
ては、相銀が産業の成長性や預金基盤として
ホールに注目して積極的に取引したことが
影響したと考えられる。代表的な民金の大阪
興銀も、ホール関連情報を蓄積しながら、在
日の参入を促すなど、積極的に関わった。民
金は企業の初期段階で重要な役割を果たし
たが、大阪興銀は更に金融力を基盤にしてホ
ールへの関わりを強めた。在日企業の積極的
な事業展開と産業構造の速い変化は、企業成
長の初期段階における民金のバックアップ
を条件として、民金の情報の組織的な生産が
加わることによって、強化されたということ
ができる。 
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